
          令和７年度 田 原 本 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算



令和７ 年度   田原本町下水道事業会計予算

（ 総      則）

第１ 条   令和７ 年度田原本町下水道事業会計の予算は、 次に定める と こ ろ によ る 。

（ 業務の予定量）

第２ 条 　 業務の予定量は、 次のと おり と する 。

      （ 1）   水洗化人口          ２ ８ ， ８ ０ ０ 人   

      （ 2）   年間有収水量                     ３ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ m
3

      （ 3）   一日平均有収水量 ８ ， ２ １ ０ m
3

  

（ 収益的収入及び支出）

第３ 条 　 収益的収入及び支出の予定額は、 次のと おり と 定める 。

                       収            入

          第１ 款  下水道事業収益 １ ， ０ ０ ７ ， ５ ３ ２ 千円

                第１ 項    営  業  収  益                       ９ ２ １ ， ７ ３ ６  千円４ ３ １ ， ９ ６ ２ 千円

                第２ 項    営 業 外 収 益 ５ ７ ５ ， ５ ７ ０ 千円

                       支            出

          第１ 款  下水道事業費用 １ ， ０ ０ ０ ， ４ ０ ８ 千円

                第１ 項    営  業  費  用 ８ ６ ９ ， ０ ８ ９ 千円

                第２ 項    営 業 外 費 用 １ ２ ９ ， ５ １ ９ 千円

                第３ 項    特　 別　 損　 失 １ ， ３ ０ ０ 千円

                第４ 項    予 　  備　   費 ５ ０ ０ 千円



（ 資本的収入及び支出）

第４ 条   資本的収入及び支出の予定額は、 次のと おり と 定める 。 （ 資本的収入額が資本的支出額に対し 不足する 額２ ７ ５ ， ９ ９ ２ 千円は、

  損益勘定留保資金２ ７ ５ ， ９ ９ ２ 千円で補填する も のと する 。 ）
　

                       収            入

           第１ 款  下水道事業資本的収入     ６ ４ ４ ， ９ ０ ６ 千円

                第１ 項 企 業 債 ５ ４ ７ ， ５ ０ ０ 千円

                第２ 項 他 会 計 補 助 金 ３ ２ ， ８ ８ ３ 千円

                第３ 項 補 助 金 ８ ， ７ ５ ０ 千円

                第４ 項 長 期 貸 付 金 償 還 金 ７ ９ ０ 千円

                第５ 項 そ の 他 資 本 的 収 入 ５ ４ ， ９ ８ ３ 千円

                       支            出

           第１ 款  下水道事業資本的支出 ９ ２ ０ ， ８ ９ ８ 千円

                第１ 項 建 設 改 良 費 ７ ４ ， ８ ９ ０ 千円

                第２ 項  固 定 資 産 購 入 費 ０ 千円

                第３ 項  企 業 債 償 還 金 ８ ４ １ ， ６ １ ８ 千円

                第４ 項  長 期 貸 付 金 ３ ， ６ ０ ０ 千円

                第５ 項  そ の 他 資 本 的 支 出 ７ ９ ０ 千円



   （ 企業債）

   第５ 条   起債の目的、 限度額、 起債の方法、 利率及び償還の方法は、 次のと おり と 定める 。

（ 単位： 千円）

起 債 の 目 的 限  度  額 起債の方法 利　 　 率 償　 還　 の　 方  法

公 共 下 水 道 事 業 19, 000
普通貸借

又は
証券発行

4. 0％以内( ただし 、 利率
見直し 方式で借り 入れる
場合、 利率の見直し を
行った後においては、 当
該見直し 後の利率）

　 政府資金については、 その融資条件によ り 、
銀行その他の場合は、 その債権者と 協定する も
のと する 。 ただし 、 企業財政の都合によ り 据置
期間及び償還期限を短縮も し く は繰上償還又は
低利に借換えする こ と ができ る 。

特定環境保全公共下水道事業 1, 800 同上 同上 同上

流 域 下 水 道 事 業 27, 900 同上 同上 同上

資 本 費 平 準 化 債 382, 900 同上 同上 同上

資 本 費 平 準 化 債 借 換 債 115, 900 同上 同上 同上

計 547, 500

　  （ 一時借入金）

　  第６ 条　 一時借入金の限度額は、 ３ ０ ０ ， ０ ０ ０ 千円と 定める 。

　  （ 予定支出の各項の経費の金額の流用）

　  第７ 条　 予定支出の各項の経費の金額を流用する こ と ができ る 場合は、 次のと おり と 定める 。

 　 （ １ ） 営業費用

　  （ ２ ） 営業外費用



   （ 議会の議決を経なければ流用する こ と のでき ない経費）

   第８ 条   次に掲げる 経費については、 その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し 、 又はそれ以外の経費をその経費の

     金額に流用する 場合は、 議会の議決を経なければなら ない。

　 　 （ １ ） 職員給与費 ４ ８ ， ６ ７ ７ 千円

　  （ 他会計から の補助金）

　  第９ 条　 下水道事業運営を助成する ため、 一般会計から こ の会計への補助を受ける 金額は、 ２ ７ ０ ， １ １ ５ 千円である 。

　 　 　 　

令和７ 年３ 月３ 日提出

田原本町長     高江　 啓史



下　水　道　事　業　会　計　予　算　実　施　計　画　書



収 益 的 収 入 及 び 支 出 

収   入

項 本 年 度 前 年 度 比     較

 1. 下 水 道 事 業 収 益 1,007,532 1,034,489 △ 26,957

1. 営 業 収 益 431,962 430,541 1,421

2. 営 業 外 収 益 575,570 603,948 △ 28,378

支   出

項 本 年 度 前 年 度 比     較

 １．下 水 道 事 業 費 用 1,000,408 1,029,109 △ 28,701

1. 営 業 費 用 869,089 890,252 △ 21,163

2. 営 業 外 費 用 129,519 135,357 △ 5,838

3. 特 別 損 失 1,300 3,000 △ 1,700

4. 予 備 費 500 500 0

令和７年度　田原本町下水道事業会計予算実施計画

款

款

　　　　　　　　　（単位：千円）

　　　　　　　　　（単位：千円）



収   入

項 本 年 度                前 年 度 比   較

644,906 667,729 △ 22,823

1. 企 業 債 547,500 570,700 △ 23,200

2. 他 会 計 補 助 金 32,883 80,499 △ 47,616

3. 補 助 金 8,750 11,890 △ 3,140

4. 長期貸付金償還金 790 1,040 △ 250

5. その他資本的収入 54,983 3,600 51,383

支   出

項 本 年 度 前 年 度 比   較

920,898 946,891 △ 25,993

1. 建 設 改 良 費 74,890 89,150 △ 14,260

2. 固 定 資 産 購 入 費 0 332 △ 332

3. 企 業 債 償 還 金 841,618 852,754 △ 11,136

4. 長 期 貸 付 金 3,600 3,600 0

5. その他資本的支出 790 1,055 △ 265

   資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２７５，９９２千円は、損益勘定留保資金２７５，９９２千円で補填する。

資 本 的 収 入 及 び 支 出

 １．下水道事業資本的収入

 １．下水道事業資本的支出

款

款

　　　　　　　　（単位：千円）

　　　　　　　　（単位：千円）



令和７ 年度    田原本町下水道事業会計予算実施計画明細書

  収 益 的 収 入 及 び 支 出
収      入

（ 款） 1. 下水道事業収益

（ 項） 1. 営 業 収 益
  （ 単位： 千円）

節
目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 説　 　 　 　 　 明

区　 　 分 金　 　 額

1. 下 水 道 使 用 料 431, 686 430, 049 1, 637 下 水 道 使 用 料 431, 686 下水道使用料

2. そ の 他 営 業 収 益 276 492 △216 手 数 料 276

計 431, 962 430, 541 1, 421  

排水設備工事責任技術者登録手数料

排水設備工事指定工事店指定手数料



 

（ 款） 1. 下水道事業収益

（ 項） ２ . 営 業 外 収 益   （ 単位： 千円）

節
目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 説　 　 　 　 　 明

区　 　 分 金　 　 額

１ . 受取利息及び配当金 111 16 95 預 金 利 息 100 預金利子

基 金 利 息 11

２ . 237, 232 261, 038 △ 23, 806 他 会 計 補 助 金 237, 232 一般会計繰入金

３ . 3, 000 3, 000 0 国 庫 補 助 金 3, 000 社会資本整備総合交付金

４ . 5, 209 4, 856 353 県 補 助 金 5, 209

５ . 329, 985 335, 004 △ 5, 019 長期前受金戻入 329, 985 長期前受金戻入

６ . 雑     収      益 33 34 △ 1 そ の 他 雑 収 益 33

計 575, 570 603, 948 △ 28, 378  

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 補 助 金

水洗便所改造資金貸付基金利子

電子複写機等使用料
奈良県下水道協会旅費補助

県 補 助 金
流域下水道負荷軽減等推進事業
補助金

国 庫 補 助 金



支      出
（ 款） 1. 下水道事業費用

（ 項） 1. 営 業 費 用   （ 単位： 千円）

節
目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 説　 　 　 　 　 明

区　 　 分 金　 　 額

1. 汚 水 管 渠 費 30, 814 30, 371 443 備 消 品 費 9  排水設備事務要覧他

光 熱 水 費 2, 400  マン ホールポン プ場電気料金

印 刷 製 本 費 27  諸用紙印刷  

通 信 運 搬 費 641

委 託 料 14, 921

修 繕 費 12, 030  機械・ 器具等修繕費  

材 料 費 786  資材購入費

2.
流域下水道維持
管 理 負 担 金

174, 150 193, 205 △19, 055
流域下水道維持
管 理 負 担 金

174, 150  流域下水道維持管理負担金

3. 業 務 費 21, 068 21, 503 △435 委 託 料 21, 068  下水道使用料徴収委託料

 機器等保守点検業務委託料
 流域下水道接続箇所水質検査委託料
 下水道台帳シス テム 保守点検委託料
 長寿命化管路点検・ 調査委託料

 郵便料金 ﾏﾝﾎー ﾙﾎ゚ ﾝﾌﾟ 場電話料金



（ 単位： 千円）
節

目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 説　 　 　 　 　 明
区　 　 分 金　 　 額

4. 総 係 費 37, 080 41, 007 △3, 927 給 料 15, 070  職員・ 会計年度任用職員給料

手 当 8, 891  職員・ 会計年度任用職員諸手当

賞与引当金繰入額 2, 715  賞与引当金

法 定 福 利 費 6, 399  職員共済組合負担金

 職員退職手当負担金

 職員公務災害補償負担金

旅 費 83  普通旅費

印 刷 製 本 費 90  予算書・ 決算書等印刷

手 数 料 178  データ 伝送手数料・ 公金振込手数料

負 担 金 189

研 修 費 38

貸倒引当金繰入額 507  貸倒引当金繰入額

5. 減 価 償 却 費 605, 977 604, 065 1, 912
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

582, 168

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

23, 809  流域下水道施設利用権

6. 資 産 減 耗 費 0 101 △101 固定資産除却費 0  固定資産除却費

計 869, 089 890, 252 △21, 163

 構築物・ 機械等償却費

 公営企業会計シス テム保守点検委託料

 大和川上流・ 宇陀川流域下水道協議会負担金

 消費税申告税務支援業務委託料

委 託 料 2, 920  公営企業会計アド バイ ザリ ー業務委託料等

 下水道経理・ 技術研修負担金

 全国町村下水道推進協議会奈良県支部負担金

 日本下水道協会・ 奈良県下水道協会負担金



（ 款） 1. 下水道事業費用

（ 項） 2. 営 業 外 費 用   （ 単位： 千円）

節
目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 説　 　 　 　 　 明

区　 　 分 金　 　 額

1. 支 払 利 息 112, 802 119, 264 △6, 462 企 業 債 利 息 112, 604  長期借入金利子  

一 時 借 入 金
利 息

198  一時借入金利子

2.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

16, 617 15, 993 624
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

16, 617  消費税及び地方消費税  

3. 雑 損 失 100 100 0 雑 損 失 100

計 129, 519 135, 357 △5, 838   

（ 款） 1. 下水道事業費用

（ 項） 3. 特 別 損 失   （ 単位： 千円）

節
目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 説　 　 　 　 　 明

区　 　 分 金　 　 額

1.
過 年 度 損 益
修 正 損

1, 300 3, 000 △1, 700
過 年 度 損 益
修 正 損

1, 300  過年度損益修正損  

計 1, 300 3, 000 △1, 700   

（ 款） 1. 下水道事業費用

（ 項） 4. 予 備 費   （ 単位： 千円）

節
目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 説　 　 　 　 　 明

区　 　 分 金　 　 額

1. 予 備 費 500 500 0 予 備 費 500  予備費  

計 500 500 0   



  資 本 的 収 入 及 び 支 出
収      入

（ 款） 1. 下水道事業資本的収入

（ 項） 1. 企　 業　 債
  

（ 単位： 千円）

節
目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 説　 　 　 　 　 明

区　 　 分 金　 　 額

1. 企 業 債 547, 500 570, 700 △23, 200 公共下水道事業債 19, 000

特 定 環 境 保 全
公共下水道事業債

1, 800

流域下水道事業債 27, 900

資 本 費 平 準 化 債 382, 900

借 換 債 115, 900  資本費平準化債借換債

 計 547, 500 570, 700 △23, 200

（ 款） 1. 下水道事業資本的収入

（ 項） 2. 他会計補助金
  （ 単位： 千円）

節
目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 説　 　 　 　 　 明

区　 　 分 金　 　 額

1. 他 会 計 補 助 金 32, 883 80, 499 △47, 616 他 会 計 補 助 金 32, 883  一般会計繰入金

 計 32, 883 80, 499 △47, 616



（ 款） 1. 下水道事業資本的収入

（ 項） 3. 補　 助　 金   （ 単位： 千円）

節
目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 説　 　 　 　 　 明

区　 　 分 金　 　 額

1. 国 庫 補 助 金 8, 750 11, 890 △3, 140 国 庫 補 助 金 8, 750  社会資本整備総合交付金

 計 8, 750 11, 890 △3, 140

（ 款） 1. 下水道事業資本的収入

（ 項） 4. 長期貸付金償還金
  （ 単位： 千円）

節
目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 説　 　 　 　 　 明

区　 　 分 金　 　 額

1. 長期貸付金償還金 790 1, 040 △250 長期貸付金回収金 790  水洗便所改造資金貸付金回収金

 計 790 1, 040 △250

（ 款） 1. 下水道事業資本的収入

（ 項） 5. その他資本的収入
  （ 単位： 千円）

節
目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 説　 　 　 　 　 明

区　 　 分 金　 　 額

1. そ の他資本的収入 54, 983 3, 600 51, 383 その他資本的収入 54, 983  水洗便所改造資金貸付基金から の繰出金

 計 54, 983 3, 600 51, 383



 支　 　 　 出

（ 款） 1. 下水道事業資本的支出  

（ 項） 1. 建設改良費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 特　 　 定　 　 財　 　 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他 区　 　 分 金　 　 額

1. 公共汚水管路建設費 34, 962 49, 035 △14, 073 8, 750 19, 000 7, 212 給 料 3, 256  職員給料

手 当 1, 391  職員諸手当

賞 与 引当 金繰 入額 530  賞与引当金

法 定 福 利 費 1, 148  職員共済組合負担金 887

 職員退職手当負担金 261

旅 費 4  普通旅費

備 消 品 費 100

燃 料 費 93  車両用燃料費

通 信 運 搬 費 17  携帯電話料金

委 託 料 366  土木積算シ ス テ ム 保守点検委託料

修 繕 費 140  車両修繕費

保 険 料 32  自動車保険料

公 課 費 9 自動車重量税

工 事 請 負 費 27, 876  管渠築造工事費

説　 　 　 　 　 明

（ 単位： 千円）

 事務用品・ 印刷物類・ 雑品類



本 年 度 の 財 源 内 訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 特　 　 定　 　 財　 　 源 一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他 区　 　 分 金　 　 額

2. 特環汚水管路建設費 11, 946 11, 635 311 1, 800 10, 146 給 料 3, 710  職員給料

手 当 3, 246  職員諸手当

賞 与 引当 金繰 入額 657  賞与引当金

法 定 福 利 費 1, 664  職員共済組合負担金 1, 367

 職員退職手当負担金 297

旅 費 4  普通旅費

備 消 品 費 180

通 信 運 搬 費 17

賃 借 料 668

工 事 請 負 費 1, 800

3. 公共汚水管路改良費 0 3, 520 △3, 520 工 事 請 負 費 0

4.
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

27, 982 24, 960 3, 022 27, 900 82
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

27, 982  流域下水道建設負担金

計 74, 890 89, 150 △14, 260 8, 750 48, 700 17, 440

（ 款） 1. 下水道事業資本的支出

（ 項） 2. 固定資産購入費

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 特　 　 定　 　 財　 　 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他 区　 　 分 金　 　 額

1. 有形固定資産購入費 0 332 △332 工具器具備 品費 0

計 0 332 △332

（ 単位： 千円）

説　 　 　 　 　 明

説　 　 　 　 　 明

 事務用品・ 印刷物類・ 雑品類

（ 単位： 千円）

 管渠改築・ 修繕工事費

 携帯電話料金

 土木積算シス テム 賃借料

 管渠築造工事費



（ 款） 1. 下水道事業資本的支出

（ 項） 3. 企業債償還金 （ 単位： 千円）（ 単位： 千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳 節  

目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 特　 　 定　 　 財　 　 源 一 般 財 源 説　 　 　 　 　 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他 区　 　 分 金　 　 額

1. 企 業 債 償 還金 837, 488 848, 624 △11, 136 498, 800 338, 688 下水道事業債元金償還金 837, 488 下水道事業債元金償還金

2. その他企業債償還金 4, 130 4, 130 0 4, 130 そ の 他 企業債 償 還金 4, 130  公営企業会計適用債元金償還金

計 841, 618 852, 754 △11, 136 498, 800 342, 818

（ 款） 1. 下水道事業資本的支出

（ 項） 4. 長期貸付金                                                                                                      （ 単位： 千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳              節

目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 特　 　 定　 　 財　 　 源 一 般 財 源 説　 　 　 　 　 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他 区　 　 分 金　 　 額

1. 長 期 貸 付 金 3, 600 3, 600 0 3, 600 長 期 貸 付 金 3, 600  水洗便所改造資金貸付金

計 3, 600 3, 600 0 3, 600

（ 款） 1. 下水道事業資本的支出                     （ 単位： 千円）
（ 項） 5. その他資本的支出                                                                                                 （ 単位： 千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳              節

目 本 年 度 前 年 度 比　 　 較 特　 　 定　 　 財　 　 源 一 般 財 源 説　 　 　 　 　 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他 区　 　 分 金　 　 額

1. そ の 他資本的支出 790 1, 055 △265 790 その他資本的支出 790

計 790 1, 055 △265 790

 水洗便所改造資金貸付基金への繰出金



（ 単位　 千円）

1． 業務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

貸倒引当金の増減額（ △は減少）

賞与引当金の増減額（ △は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額（ △は増加）

未払金の増減額（ △は減少）

預り 金の増減額（ △は減少）

小計

利息及び配当額の受取額

利息の支払額

　  業務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー

令和7年度 田原本町下水道事業 予定キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー計算書

（ 令和7年4月1日から 令和8年3月31日ま で）

6, 000

605, 977

0

△ 111

112, 802

4, 422

10, 648

△ 100

207

32

△ 329, 985

409, 892

111

△ 112, 802

297, 201



2． 投資活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー

有形固定資産の取得によ る 支出

無形固定資産の取得によ る 支出

国庫補助金等によ る 収入

他会計補助金によ る 収入

長期貸付金によ る 支出

基金から 長期貸付金原資受入によ る 収入

長期貸付金の回収によ る 収入

基金への長期貸付金回収金の支出

　  投資活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー

3． 財務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー

一時借入れによ る 収入

一時借入金の返済によ る 支出

建設改良等の財源に充てる ための企業債によ る 収入

建設改良等の財源に充てる ための企業債の償還によ る 支出

　  財務活動によ る キャ ッ シュ ・ フ ロ ー

　  資金増加額（ 又は減少額）

　  資金期首残高

　  資金期末残高

△ 44, 024

△ 25, 438

7, 955

30, 447

△ 3, 600

△ 294, 118

23, 406

103, 321
126, 727

△ 790

54, 983

790

20, 323

547, 500

△ 841, 618

300, 000

△ 300, 000



( 1) 総　 　 括
 （ 単位： 千円）

 
区     分 法定福利費 合計

特別職 一般職 報  酬 給  料 職員手当 計      
(  0 )

 損益勘定支弁職員 0 4 0 15, 070 11, 142 26, 212 6, 863 33, 075

(  0 )

本年度 資本勘定支弁職員 0 2 0 6, 966 5, 624 12, 590 3, 012 15, 602

(  0 )

計 0 6 0 22, 036 16, 766 38, 802 9, 875 48, 677

(  0 )

損益勘定支弁職員 0 4 0 14, 524 10, 167 24, 691 7, 512 32, 203

(  0 )

前年度 資本勘定支弁職員 0 2 0 6, 127 4, 962 11, 089 3, 220 14, 309

(  0 )

計 0 6 0 20, 651 15, 129 35, 780 10, 732 46, 512

(  0 )

損益勘定支弁職員 0 0 0 546 975 1, 521 △ 649 872

(  0 )

比  較 資本勘定支弁職員 0 0 0 839 662 1, 501 △ 208 1, 293

(  0 )

計 0 0 0 1, 385 1, 637 3, 022 △ 857 2, 165

備考　 　 （ 　 ） 内は、 定年前再任用短時間勤務職員数

給　 与　 費　 明　 細　 書

職  員  数
( 人)

給　 　 与　 　 費



( 単位： 千円）

      
 区 分 扶 養 管理職 管理職員 地　 域 通 勤 住 居 児童 時間外 休　 日 期 末 勤 勉

  特別勤務    勤  務 勤　 務   
        

職員手当 本年度 1, 770 1, 098 54 748 464 318 1, 680 897 20 5, 446 4, 271
の 内 訳

前年度 1, 494 1, 163 57 701 512 330 900 840 15 5, 045 4, 072

 比  較 276 △ 65 △ 3 47 △ 48 △ 12 780 57 5 401 199



ア 会計年度任用職員以外の職員
 （ 単位： 千円）

 
区     分 法定福利費 合計

特別職 一般職 報  酬 給  料 職員手当 計      
(  0 )

 損益勘定支弁職員 0 3 0 12, 814 10, 167 22, 981 5, 988 28, 969

(  0 )

本年度 資本勘定支弁職員 0 2 0 6, 966 5, 624 12, 590 3, 012 15, 602

(  0 )

計 0 5 0 19, 780 15, 791 35, 571 9, 000 44, 571

(  0 )

損益勘定支弁職員 0 3 0 12, 524 9, 217 21, 741 6, 551 28, 292

(  0 )

前年度 資本勘定支弁職員 0 2 0 6, 127 4, 962 11, 089 3, 220 14, 309

(  0 )

計 0 5 0 18, 651 14, 179 32, 830 9, 771 42, 601

(  0 )

損益勘定支弁職員 0 0 0 290 950 1, 240 △ 563 677

(  0 )

比  較 資本勘定支弁職員 0 0 0 839 662 1, 501 △ 208 1, 293

(  0 )

計 0 0 0 1, 129 1, 612 2, 741 △ 771 1, 970

備考　 　 （ 　 ） 内は、 定年前再任用短時間勤務職員数

職  員  数
( 人)

給　 　 与　 　 費



( 単位： 千円）

      
 区 分 扶 養 管理職 管理職員 地　 域 通 勤 住 居 児童 時間外 休　 日 期 末 勤 勉

  特別勤務    勤  務 勤　 務   
        

職員手当 本年度 1, 770 1, 098 54 680 464 318 1, 680 897 20 4, 962 3, 848
の 内 訳

前年度 1, 494 1, 163 57 641 512 330 900 840 15 4, 624 3, 603

 比  較 276 △ 65 △ 3 39 △ 48 △ 12 780 57 5 338 245



イ 会計年度任用職員
 （ 単位： 千円）

 
区     分 法定福利費 合計

特別職 一般職 報  酬 給  料 職員手当 計      
(  0 )

 損益勘定支弁職員 0 1 0 2, 256 975 3, 231 875 4, 106

(  0 )

本年度 資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

(  0 )

計 0 1 0 2, 256 975 3, 231 875 4, 106

(  0 )

損益勘定支弁職員 0 1 0 2, 000 950 2, 950 961 3, 911

(  0 )

前年度 資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

(  0 )

計 0 1 0 2, 000 950 2, 950 961 3, 911

(  0 )

損益勘定支弁職員 0 0 0 256 25 281 △ 86 195

(  0 )

比  較 資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

(  0 )

計 0 0 0 256 25 281 △ 86 195

備考　 　 （ 　 ） 内は、 パート タ イ ム会計年度任用職員数

職  員  数
( 人)

給　 　 　 　 　 与　 　 　 　 　 費 



( 単位： 千円）

      
 区 分 扶 養 管理職 管理職員 地　 域 通 勤 住 居 児童 時間外 休　 日 期 末 勤 勉

  特別勤務    勤  務 勤　 務   
        

職員手当 本年度 68 0 0 0 0 484 423
の 内 訳

前年度 60 0 0 0 0 421 469

 比  較 8 0 0 0 0 63 △ 46



 

 
 
 

( 2)  給料及び職員手当の増減額の明細 （ 単位： 千円）
      

区   分 増 減 額         増 減 事 由 別 内 訳 説   明 備              考
   

　 ○改正内容

 １ ． 給与改定に 615 　 人勧によ る 給与改定によ り 、 R6. 4. 1よ り 給料表改定。

     伴う 増減分 　 若年層を 重点に置き 全職員が在職する 号給についてプラ ス 改定。

給    料 1, 385  ２ ． 普通昇給に 210   平均昇給率   1. 05％
     伴う 増加分

　 人事異動等によ る も の
 ３ ． その他の増減分 560 　 人事異動等によ る も の



 

（ 単位： 千円）
      

区   分 増 減 額         増 減 事 由 別 内 訳 説   明 備              考
   

  
 １ ． 制度改正に 361 ○改正内容
     伴う 増減分 　 期末手当支給率　 年間2. 45月分→2. 50月分

職 員 手 当 1, 637 　 勤勉手当支給率　 年間2. 05月分→2. 10月分

 ２ ． その他の増減分 1, 276 　 人事異動等によ る も の



 

 
 
 

 

( 3)  給料及び職員手当の状況
　 ア　 職員１ 人当たり 給与

区                分 一  般  職

平均給料月額 （ 円） 318, 940

令和7年1月1日現在 平均給与月額 （ 円） 389, 141

平 均 年 齢  （ 歳） 42. 4

平均給料月額 （ 円） 307, 980

令和6年1月1日現在 平均給与月額 （ 円） 377, 506

平 均 年 齢  （ 歳） 40. 1

　 イ 　 初　 任　 給 （ 単位： 円）
  国の制度

区     分 一 般 職 一 般 職
  

高   校   卒 188, 000 188, 000

大   学   卒 220, 000 220, 000



　 ウ 　 級別職員数

 一 般 職

区　 　 　 分 級 職員数（ 人） 構成比（ ％）

７     級

６     級 1 20. 0

５     級 1 20. 0

令和7年1月1日現在 ４     級

３     級 3 60. 0

２     級

１     級

 計 5 100. 0

７     級

６     級 2 40. 0

５     級

令和6年1月1日現在 ４     級

３     級 2 40. 0

２     級 1 20. 0

１     級

 計 5 100. 0



 

 
 
 

 
 

（ 級別の基準と なる 職務）
        

区   分 給料表種別 ７   級 ６   級 ５   級 ４   級 ３   級 ２   級 １   級
       

 部　  長 課　  長 困難な業務の 課長補佐 係　  長   
一  般  職 行政職給料表 困難な業務の 主　  事 主　  事

次   長 主　  幹 課長補佐 係  長 主　  査



　 エ　 昇　 給

代表的な職種
一般職

5 5

本 5 5

８ 号給（ 人） 0 0

６ 号給（ 人） 0 0

年 ４ 号給（ 人） 3 3

３ 号給（ 人） 2 2

２ 号給（ 人） 0 0

度 １ 号給（ 人） 0 0

100. 0 100. 0

5 5

前 5 5

８ 号給（ 人） 0 0

６ 号給（ 人） 0 0

年 ４ 号給（ 人） 3 3

３ 号給（ 人） 2 2

２ 号給（ 人） 0 0

度 １ 号給（ 人） 0 0

100. 0 100. 0

職　 　 員　 　 数　 （ Ａ ） （ 人）

昇給に係る 職員数（ Ｂ ） （ 人）

号給数別内訳

比　 率  （ Ｂ ） ／（ Ａ ） （ ％）

区　 　 　 　 　 分 合計

職　 　 員　 　 数　 （ Ａ ） （ 人）

昇給に係る 職員数（ Ｂ ） （ 人）

号給数別内訳

比　 率  （ Ｂ ） ／（ Ａ ） （ ％）



 

 
 
 

 
 

　 オ　 期末手当・ 勤勉手当

         支給期別支給率 支 給 率 計   職制上の段階、  

区       分   職務の級等に 備     考

６ 月（ 月分） １ ２ 月（ 月分） （ 月 分）   よ る 加算措置        

本  年  度 2. 300 2. 300 4. 600 有  

前  年  度 2. 250 2. 250 4. 500 有

国 の 制 度 2. 300 2. 300 4. 600 有

　 カ　 定年退職及び応募認定退職に係る 退職手当

       
区      分 ２ ０ 年勤続の者 ２ ５ 年勤続の者 ３ ５ 年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の 備     考

（ 月  分） （ 月  分） （ 月  分） （ 月  分） 加算措置等  
定年前早期退職

支 給 率 等 24. 586875 33. 27075 47. 70900 47. 70900 特 例 措 置
      （ 2%～15%加算）  

定年前早期退職
国 の 制 度 24. 586875 33. 27075 47. 70900 47. 70900 特 例 措 置
（ 支給率等）      （ 2%～45%加算）  

　 キ　 地域手当
  

支 給 対 象 地 域 町内全域
 

支  給  率  （ ％） 3

支給対象職員数 （ 人） 5

国 の 制 度

 支給率 （ ％） 3



　 ク 　 特殊勤務手当

  代表的な職種

区           分 全  職  種

 
一   般   職

   

 

給料総額に対する 比率 （ ％） ― ―

   

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（ 令和7年1月1日現在） （ ％） ― ―

 

代表的な特殊勤務手当の名称 無

   

　 ケ　 その他の手当

区            分 国の制度と の異同 差 異 の 内 容

扶    養    手    当 同

住    居    手    当 同

通    勤    手    当 同



 

１．営　業　収　益

（１） 下 水 道 使 用 料 392,442

（２） そ の 他 営 業 収 益 276 392,718

２．営　業　費　用

（１） 汚 水 管 渠 費 28,014

（２） 流域下水道維持管理負担金 158,318

（３） 業 務 費 19,153

（４） 総 係 費 36,748

（５） 減 価 償 却 費 605,977

（６） 資 産 減 耗 費 0 848,210

営 業 損 失 455,492

３．営　業　外　収　益

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 111

（２） 他 会 計 補 助 金 237,232

（３） 国 庫 補 助 金 3,000

（４） 県 補 助 金 5,209

（５） 長 期 前 受 金 戻 入 329,985

（６） 雑 収 益 30 575,567

４．営　業　外　費　用

（１） 支 払 利 息 112,802

（２） 雑 損 失 91 112,893 462,674

経 常 利 益 7,182

５．特　別　損　失

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 1,182 1,182 △1,182  

当 年 度 純 利 益 6,000

　　前年度繰越利益剰余金 70,985

　　その他未処分利益剰余金変動額 0

　　当年度未処分利益剰余金 76,985

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

（参考添付）

令和７年度　　田原本町下水道事業予定損益計算書
　　　　　　　　　　（単位：千円）



(単位：千円)

 資  産  の  部

　１．固 定 資 産 　３．固 定 負 債

　（１）　有形固定資産　  

　　　イ．構    築     物 31,883,700 7,534,909

　　　　減価償却累計額 △ 14,707,571 17,176,129 1,880

　　　ロ．機械及び装置 239,375 　　　　固定負債合計 7,536,789

　　　　減価償却累計額 △ 124,277 115,098

　　　ハ．車両及び運搬具 951 　４．流 動 負 債  

　　　　減価償却累計額 △ 904 47 　（１）  企　業　債

　　　ニ．工具・器具及び備品 10,888 847,000

　　　　減価償却累計額 △ 10,151 737 3,430 850,430

　　　　 有形固定資産合計 17,292,011 　（２）  未  払  金 34,823

　（３）  引　当　金 　

　（２）　無形固定資産　   　　　イ．賞与引当金 3,902 3,902

　　　イ．施設利用権 1,223,501 453,576 　（４）  預　り　金 0

　　　　 無形固定資産合計 453,576 　　　　流動負債合計 889,155

　　　　減価償却累計額 △ 688,290

令和７年度　　田原本町下水道事業会計予定貸借対照表

　　　 　　   （令和8年3月31日）

借　　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　　方

 負  債  の  部

　（１）  企　業　債

　　　　　イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　　　　ロ．その他の企業債

　　　　　イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　　　　ロ．その他の企業債



　（３）　投資その他の資産 　５．繰 延 収 益

　　　　イ. 長期貸付金 3,110 　（１）  長期前受金 17,980,755

　　　　ロ. 基金 6,890 　（２）　収益化累計額 △ 8,931,050 9,049,705

　　　　ハ. 破産更生債権等 4,625 　　　　負  債  合  計 17,475,649

　　　　　　 貸倒引当金 △ 4,625 0

　　　　 投資その他の資産合計 10,000  資  本  の  部

　　　　固  定  資  産  合  計 17,755,587 　６．資 本 金 315,719

　２．流 動 資 産 　７．剰 余 金

　（１）  現金及び預金 126,727 　（１）利益剰余金

　（２）  未    収    金 81,396 　　イ．減債積立金 90,000

　　 　　貸倒引当金 △ 5,357  76,039 　　ロ．当年度未処分利益剰余金 76,985

　　　　流  動  資  産  合  計 202,766 　　利益剰余金合計 166,985

　剰 余 金 合 計 166,985

482,704

17,958,353 　負 債 ・ 資 本 合 計 17,958,353

 

　資   本  合  計

   資  産  合  計

 



注 記 表 

 

Ⅰ． 重要な会計方針 

 

１  固定資産の減価償却方法 

（ １ ） 有形固定資産（ リ ース 資産を 除く 。）  

・ 減価償却の方法 定額法によ る 。  

・ 主な耐用年数 

構築物          50 年 

機械及び装置     7～20 年 

車両及び運搬具      4 年 

工具・ 器具及び備品   4～5 年 

 

（ ２ ） 無形固定資産（ リ ース 資産を 除く 。）  

・ 減価償却の方法 定額法によ る 。  

・ 主な耐用年数 

施設利用権        45 年 

 

２  引当金の計上方法 

（ １ ） 退職給付引当金 

本町は、 奈良県市町村総合事務組合に加入し ており 、 下水道事業会計は、 当該組合に一般負担金を 拠出し て

いる が、 一般会計と の取り 決めによ り 、 追加的な費用負担である 当該組合への退職手当特別負担金は、 全額一

般会計において措置する こ と と なっ ている ため、 下水道事業会計においては退職給付引当金を 計上せず、 一般

負担金拠出時に費用処理を行っている 。  



（ ２ ） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備える ため、 当年度末における 支給見込額に基づき 、 当年度の負担に

属する 額を 計上し ている 。  

 

（ ３ ） 貸倒引当金 

債権の不納欠損によ る 損失に備える ため、 一般債権・ 貸倒懸念債権・ 破産更生債権等それぞれの貸倒実績率

によ り 、 回収不能見込額を計上し ている 。  

 

３  消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ っ ている 。  

 

Ⅱ． 予定キャ ッ シュ ・ フ ロ ー計算書等関連 

１  重要な非資金取引 

当年度、 新たに受入れする と 見込ま れる 資産及び負債の額はそれぞれ２ ２ ， ０ ０ ０ 千円である 。  

 

Ⅲ． 予定貸借対照表等関連 

１  担保に供し ている 資産及びこ れに対応する 債務 

該当事項なし  

 

２  企業債の償還に係る 他会計の負担 

貸借対照表に計上さ れている 企業債（ 当該事業年度の末日から の翌日から 起算し て 1 年以内に償還予定のも  

のも 含む） のう ち、 他会計が負担する と 見込ま れる 額は４ ， １ ９ ３ ， ６ １ ０ 千円である 。  

 

３  重要な係争事件に係る 損害賠償義務等に関する 事項 

該当事項なし  



 

４  引当金の取崩し  

（ １ ） 賞与引当金の取崩し  

令和７ 年度において、 期末手当及び勤勉手当と し て １ １ ， ６ ３ ８ ， ０ ０ ０ 円を 支給する ため、 賞与引当金    

３ ， ８ ４ ８ ， ０ ０ ０ 円を取り 崩す。  

 

（ ２ ） 貸倒引当金の取崩し  

令和７ 年度において、 債権３ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円を 不納欠損処理する ため、 貸倒引当金３ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円を取り

崩す。  

 

Ⅳ． リ ース 契約によ り 使用する 固定資産 

 １  リ ース 会計に係る 特例措置 

所有権移転外フ ァ イ ナン ス ･リ ース 取引については、 通常の賃貸借取引に係る 方法に準じ た会計処理によ っ て

いる 。  

 

２  所有権移転外フ ァ イ ナン ス ・ リ ース 取引に係る 未経過リ ース 料相当額 

 

１ 年内 ６ ０ ７ ， ２ ０ ０ 円 

１ 年超 ５ ０ ， ６ ０ ０ 円 

計 ６ ５ ７ ， ８ ０ ０ 円 

 

Ⅴ． 重要な後発事象 

該当事項なし  

 



１．営　業　収　益

（１） 下 水 道 使 用 料 392,683

（２） そ の 他 営 業 収 益 545 393,228

２．営　業　費　用

（１） 汚 水 管 渠 費 23,132

（２） 流域下水道維持管理負担金 174,545

（３） 排 水 設 備 費 0

（４） 業 務 費 19,730

（５） 総 係 費 40,847

（６） 減 価 償 却 費 604,251

（７） 資 産 減 耗 費 101 862,606

営 業 損 失 469,378

３．営　業　外　収　益

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 89

（２） 他 会 計 補 助 金 261,038

（３） 国 庫 補 助 金 3,000

（４） 県 補 助 金 5,165

（５） 長 期 前 受 金 戻 入 335,333

（６） 雑 収 益 14 604,639

４．営　業　外　費　用

（１） 支 払 利 息 117,140

（２） 雑 支 出 0

（３） 雑 損 失 218 117,358 487,281

経 常 利 益 17,903

５．特　別　利　益

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 1,778 1,778  

６．特　別　損　失

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 2,438 2,438 △ 660

当 年 度 純 利 益 17,243

　　前年度繰越利益剰余金 43,742

　　その他未処分利益剰余金変動額 10,000

　　当年度未処分利益剰余金 70,985

令和６年度　　田原本町下水道事業予定損益計算書
　　　　　　　　　　（単位：千円）（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）



(単位：千円)

 資  産  の  部

　１．固 定 資 産 　３．固 定 負 債

　（１）　有形固定資産　  

　　　イ．構    築     物 31,798,450 7,834,409

　　　　減価償却累計額 △ 14,135,047 17,663,403 5,310

　　　ロ．機械及び装置 239,375 　　　　固定負債合計 7,839,719

　　　　減価償却累計額 △ 114,684 124,691

　　　ハ．車両及び運搬具 951 　４．流 動 負 債  

　　　　減価償却累計額 △ 904 47 　（１）  企　業　債

　　　ニ．工具・器具及び備品 10,888 837,488

　　　　減価償却累計額 △ 10,100 788 4,130 841,618

　　　ホ．建設仮勘定 19,197 　（２）  未  払  金 24,168

　　　　 有形固定資産合計 17,808,126 　（３）  引　当　金 　

  　　　イ．賞与引当金 3,848 3,848

　（２）　無形固定資産　 1,223,501 　（４）  預　り　金 100

　　　イ．施設利用権 451,947 　　　　流動負債合計 869,734

　　　　 無形固定資産合計 △ 688,290 451,947

　　　　　イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　　　　ロ．その他の企業債

　　　　　イ．建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　　　　ロ．その他の企業債

令和６年度　　田原本町下水道事業会計予定貸借対照表

　　　 　　   （令和7年3月31日）

借　　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　　方

 負  債  の  部

　（１）  企　業　債



　（３）　投資その他の資産 　５．繰 延 収 益

　　　　イ. 長期貸付金 300 　（１）  長期前受金 17,920,353

　　　　ロ. 基金 61,083 　（２）　収益化累計額 △ 8,601,065 9,319,288

　　　　ハ. 破産更生債権等 3,850 　　　　負  債  合  計 18,028,741

　　　　　　 貸倒引当金 △ 3,850 0

　　　　 投資その他の資産合計 61,383  資  本  の  部

　　　　固  定  資  産  合  計 18,321,456 　６．資 本 金 315,719

　２．流 動 資 産 　７．剰 余 金

　（１）  現金及び預金 103,321 　（１）利益剰余金

　（２）  未    収    金 86,593  　　イ．減債積立金 90,000

　　 　　貸倒引当金 △ 5,925 80,668 　　ロ．当年度未処分利益剰余金 70,985

　　　　流  動  資  産  合  計 183,989 　　利益剰余金合計 160,985

　剰 余 金 合 計 160,985

476,704

18,505,445 　負 債 ・ 資 本 合 計 18,505,445

 

　資   本  合  計

   資  産  合  計

 



注 記 表 

 

Ⅰ． 重要な会計方針 

 

１  固定資産の減価償却方法 

（ １ ） 有形固定資産（ リ ース 資産を 除く 。）  

・ 減価償却の方法 定額法によ る 。  

・ 主な耐用年数 

構築物          50 年 

機械及び装置     7～20 年 

車両及び運搬具      4 年 

工具・ 器具及び備品   4～5 年 

 

（ ２ ） 無形固定資産（ リ ース 資産を 除く 。）  

・ 減価償却の方法 定額法によ る 。  

・ 主な耐用年数 

施設利用権        45 年 

 

２  引当金の計上方法 

（ １ ） 退職給付引当金 

本町は、 奈良県市町村総合事務組合に加入し ており 、 下水道事業会計は、 当該組合に一般負担金を 拠出し て

いる が、 一般会計と の取り 決めによ り 、 追加的な費用負担である 当該組合への退職手当特別負担金は、 全額一

般会計において措置する こ と と なっ ている ため、 下水道事業会計においては退職給付引当金を 計上せず、 一般

負担金拠出時に費用処理を行っている 。  



（ ２ ） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備える ため、 当年度末における 支給見込額に基づき 、 当年度の負担に

属する 額を 計上し ている 。  

 

（ ３ ） 貸倒引当金 

債権の不納欠損によ る 損失に備える ため、 一般債権・ 貸倒懸念債権・ 破産更生債権等それぞれの貸倒実績率

によ り 、 回収不能見込額を計上し ている 。  

 

３  消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ っ ている 。  

 

Ⅱ． 予定キャ ッ シュ ・ フ ロ ー計算書等関連 

１  重要な非資金取引 

当年度、 新たに受入れする と 見込ま れる 資産及び負債の額はそれぞれ２ ２ ， ０ ０ ０ 千円である 。  

 

Ⅲ． 予定貸借対照表等関連 

１  担保に供し ている 資産及びこ れに対応する 債務 

該当事項なし  

 

２  企業債の償還に係る 他会計の負担 

貸借対照表に計上さ れている 企業債（ 当該事業年度の末日から の翌日から 起算し て 1 年以内に償還予定のも  

のも 含む） のう ち、 他会計が負担する と 見込ま れる 額は４ ， ３ ４ ０ ， ６ ６ ９ 千円である 。  

 

３  重要な係争事件に係る 損害賠償義務等に関する 事項 

該当事項なし  



 

４  引当金の取崩し  

（ １ ） 賞与引当金の取崩し  

令和６ 年度において、 期末手当及び勤勉手当と し て１ １ ， １ ９ ４ ， ０ ０ ０ 円を支給する ため、 賞与引当金 

３ ， ２ ７ ２ ， ８ ２ １ 円を取り 崩す。  

 

（ ２ ） 貸倒引当金の取崩し  

令和６ 年度において、 債権３ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円を 不納欠損処理する ため、 貸倒引当金３ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円を取り

崩す。  

 

Ⅳ． リ ース 契約によ り 使用する 固定資産 

１  リ ース 会計に係る 特例措置 

所有権移転外フ ァ イ ナン ス ･リ ース 取引については、 通常の賃貸借取引に係る 方法に準じ た会計処理によ っ て

いる 。  

 

２  所有権移転外フ ァ イ ナン ス ・ リ ース 取引に係る 未経過リ ース 料相当額 

 

１ 年内 ６ ０ ７ ， ２ ０ ０ 円 

１ 年超 ６ ５ ７ ， ８ ０ ０ 円 

計 １ ， ２ ６ ５ ， ０ ０ ０ 円 

 

Ⅴ． 重要な後発事象 

該当事項なし  

 


